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財源 細節款 項 目 節
本年度の財源内訳節

金 額 金 額区分
１．事業の概要と必要性

２．根拠法令

３．用地の状況

４．基本計画との関連

５．本年度の計画効果

実施計画計上額

目 的 別

性 質 別

６．財源の説明

策定）を見直し、新米子市における市営住宅の需要実態調査を行い、「地域住宅計画」策
定の基礎資料とする。

①　事業計画

宅の有効活用を図る。
　入居者の意識調査を行い、ストック活用計画の見直しに反映させることで、既存公営住
②　事業効果

　米子市・淀江町合併に伴い、「米子市公営住宅ストック総合活用計画」（平成１４年度
①　事業概要

の見直しを行い、地域住宅計画策定に反映させる。
　旧淀江町は公営住宅ストック活用計画を策定しておらず、合併によるストック活用計画
②　計画効果
　地域住宅交付金を活用し、旧淀江町営住宅７５戸に実態調査を行う。

地域における多様な需要に応じた公営住宅等の整備等に関する特別措置法

①　財源の説明
　事業費の45%は地域住宅交付金、残55%は一般財源を充てる。

で今回の事業実施を行いたい。
得ているが、今後の市営住宅整備及び地域住宅計画等の策定において必要な業務であるの
円程度必要であり対象客体も少ないことから、直営を検討するべきである。」との評価を

②　事務事業評価の反映状況
　「当該業務は、地域住宅交付金を活用して行うこととしているが、一般財源も１００万
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